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7-9 月期の成長率は 3.1％へ鈍化、政策金利は過去最低水準へ 

豪州経済は高成長だった 1-3月期からの減速傾向が続いている。7-9月期の実質GDP
成長率は前年比 3.1％と、3％程度とみられる潜在成長率並みの成長は確保したが、2
四半期連続で前期の伸びを下回った（第 1 図）。中身をみると内外需共に鈍化してお

り、海外経済の減速で輸出が低迷したほか、内需も民間投資や個人消費を中心に低調

だった。減速が顕著だった民間投資は、一昨年の洪水被害からの復興で 4 四半期続い

た 20％前後の高い伸びが、ここに来て一服した。また個人消費は、7 月の資源税導入

に先立って政府から支給された各種補助金等の押し上げ効果が剥落した。 
政府や豪州中銀（RBA）は、足元の景気減速はある程度織り込んでいたが、先行き

についても幾分慎重にみるようになってきた。RBA はこのところ、資源ブームを追

い風に数年間続いた資源部門の大型設備投資が、従来見通しより早い来年にピークを

迎え、2014 年以降は成長の押し下げ要因になるとみている。12 月の決定会合で、政

策金利を 3.00％とグローバル金融危機時以来の過去最低水準まで引き下げたのは、資

源部門の設備投資のピークアウトを見越し、景気の下支えを図る動きと解釈できる。 
RBA は、利下げで 2 つの景気浮揚を狙っている。第一は内需の下支えで、家計債

務の利払い負担軽減に伴う消費拡大や、住宅ローン金利低下による住宅市場の回復を

期待している。住宅市場は過去の景気減速期、利下げ効果で持ち直し、景気回復の牽

引役を担った経緯がある（第 2 図）。第二の狙いは、低迷する非資源部門の下支えで

ある。製造業や観光業などは豪ドル高に苦しんでおり、利下げで通貨高が是正されれ

ばこれらの非資源部門にとってプラスとなると期待されている。もっとも中銀の意図

とは裏腹に、豪ドルは利下げ後も下落基調に転じていない。高格付けで相対的な高金

利通貨である豪ドルが、引き続き世界の余剰資金の受け皿となっているためである。 
今後、中銀は消費や住宅市場などの動向を注視し、これら指標の回復基調が鈍けれ

ば、追加利下げで景気のテコ入れを図る可能性があろう。 

第 1 図：実質GDP成長率
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（資料）豪州統計局より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成  

第 2 図：住宅関連指標
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